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１ はじめに 

鯖江・丹生消防組合女性職員の活躍推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」とい

う。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下

「法」という。）第１５条に基づき策定する特定事業主行動計画で、鯖江・丹生消防組合職員

を対象としています。 

 

２ 計画期間 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律は、令和７年度までの時限立法ですが、本

計画は、現状に即した計画推進にあたるため、平成３０年１月１日から令和３年３月３１日ま

でを前期の計画期間としました。 

今回の計画では、令和３年４月１日から令和７年３月３１日までの４年間を中期の計画期間

とします。 

 

３ 計画の推進体制 

⑴本組合では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、必要に応じて計画の見

直しを行います。 

⑵仕事と子育ての両立等について、必要に応じて相談・情報提供を行います。 

⑶毎年１回、前年度の取組状況や目標に対する実績等を組合のホームページへの掲載により

公表します。 

 

４ 女性職員の活躍の推進に向けた取組 

法第１５条第３項および女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業

主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号。以下「内閣府令」とい

う。）第２条に基づき、女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握した結果、女性

職員の活躍を推進するため、次のとおり取り組みます。 

⑴採用関係 

採用試験の女性受験者拡大に向け、女性が応募しやすい募集活動に努め、女性が採用試

験に参加しやすい環境を整備します。 

【数値目標】女性職員の割合 

内 容 現状（令和元年度） 目標（令和6年度） 

男性 115人 120人 

女性 4人 6人 

女性職員の割合 3.5%  5.0％  

⑵配置・育成・教育訓練および登用 

①女性職員の活躍推進に向けて、女性職員を対象とした研修会への参加を促すことでキャ

リア形成の支援を行います。 
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②管理職に必要なマネジメント能力等の付与のための研修会への参加により女性職員のキ

ャリア形成の支援を行います。 

③女性職員の活躍推進に向けて、指導的地位を担う女性職員を積極的に登用します。 

⑶継続就業および仕事と家庭の両立関係 

仕事と家庭の両立支援制度の導入は進んでいるものの、一般的に、育児・家事・介護等

の家庭責任のために、男性が仕事に制約を抱えることが当然とは受け止められにくい風土

があります。こうした意識を払拭するためにも、男性職員の育児休業、配偶者出産休暇、

育児参加のための休暇等の取得促進等により、男性職員の家庭生活（家事・育児・介護

等）への関わりを推進し、男女を問わず育児や介護等を担う職員が活躍できる職場環境を

整備します。 

①全ての男性職員が取得できる子どもが生まれた時の配偶者出産休暇ならびに妻の産後等

の期間中の育児参加休暇および育児休業等の制度の内容や育児休業手当金の支給等の経

済的支援措置について周知し、これら休暇等の取得を促進します。 

②子どもの出生予定を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の制度・手続きについて説

明を行います。 

③育児休業の取得の申出があった場合には、所属課等で業務分担の見直し等を検討するこ

ととします。 

④育児休業期間中の職員の業務を遂行することが困難なときは、臨時的任用制度等の活用

による適切な代替要員の確保を図ります。 

⑤育児休業を取得している職員が円滑に職場に復帰できるよう、職場から定期的に職場や

業務に関する情報の送付等を行います。 

【数値目標】 

内  容 現状（令和元年度） 目標（令和6年度） 

男性職員の育児休業取得率 0％ 50％ 

⑷長時間勤務関係 

長時間勤務は、男性職員の家事・育児・介護等の分担を困難にし、当該男性職員の配偶

者である女性職員の障害ともなりかねません。 

このため、事務の効率化や超過勤務削減、年次休暇を取得しやすい雰囲気作り等、仕事

と家庭生活の調和の推進に資する取組を人事評価において適正に評価します。 

○恒常的な超過勤務の縮減について 

①小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び超過勤務を制限する

制度について周知徹底を図ります。 

②各課の超過勤務の状況および超過勤務の特に多い職員の状況を把握して、当該管理職

職員の超過勤務に関する認識の徹底を図るとともに、当該職員の健康管理に特に気を

配るよう指導します。 
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【数値目標】 

内 容 現状（令和元年度） 目標（令和6年度） 

超過勤務年間平均時間 376時間 300時間 

○休暇取得の促進について 

①職員が年初において年次休暇の取得計画表を作成することとし、職場の業務予定の職員

への早期周知を図るなど、各所属の実情に応じ、年次休暇を取得しやすい雰囲気の醸成

や環境整備を行います。 

②幹部会議等において、定期的に年次休暇の取得促進を徹底させ職場の意識改革を図りま

す。 

③所属長に対して、部下の年次休暇の取得状況を把握させ、計画的な休暇の取得を指導さ

せます。 

④子どもの授業参観など子育て（地域貢献活動を含む）等にかかる年次休暇の取得を促進

します。 

⑤ゴールデンウィーク期間や夏季休暇期間の前後における休暇の取得、月曜日・金曜日と

組み合わせた年次休暇の取得による連続休暇の取得促進を図り、家族とふれあう時間を

確保するとともに職員の心身の健康増進に配慮するよう努めます。 

【数値目標】 

内 容 現状（令和元年） 目標（令和6年） 

年次休暇取得率（5日以上取得） 57.0％ 100％ 

 

 

 


